
●基本方針
「公共施設等総合管理計画」で提示した基本方針を基に、
◆総量および規模の適正化を目的とした施設の再配置を実施しつつ、
◆�将来にわたって継続して利用する施設については施設の長寿命化を推進することで、施設整備にかか
る財政負担の軽減や平準化を目指します。
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【人口の推移】
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●総人口・年代別人口の見通し
　令和22年の人口は、平成27年と比較して約34％減少すると推測しています。

■公共施設などの現状

■施設整備の基本方針

●公共施設の保有状況
　計画の対象施設は75施設108棟で、総延床面積は約13.6万㎡です。うち約50％は
旧耐震基準に基づき建築された建物であり、また約58％は築後30年以上経過してい
ます。（※延床面積ベース）

【建築年度別延床面積】（令和３年４月１日現在）

●整備の方向性
　施設の定量的な要素、定性的な要素、現況および市民アンケートの結果などを総合的に勘案し、施設
評価を行った上で、個別施設ごとに今後の方向性を定めました。整備の方向性のパターンと施設数は、
次のとおりです。

【方向性のパターンと施設数】

長寿命化

13施設

機能向上を行う
改修により、施
設需要を伸ばし
継続使用する

当面継続

40施設

当面継続しつつ、
今後整備の方向
性を検討する

廃止

11施設

機 能 を 廃 止 し、
解体・譲渡・貸付・
転用等を行う（既
に廃止されてい
る施設も含む）

休止

２施設

機能をいったん
休止し、今後の
あり方を検討す
る

継続

４施設

現状のまま、耐
用年数満了まで
継続使用する

複合

１施設

異なる機能の施
設を、１つの施
設 に 集 約 す る

（新設も含む）

統合・新築

４施設

同一または類似
機能の施設を、
１つの施設に集
約する

●整備の効果（見込み）
　施設ごとに決定した方向性に基づき整備を実施すると、今後35年間で維持・更新に係る費用は総額約
525.5億円となり、従来通りの維持・更新を行う場合に比べ、約23％の縮減になると見込まれます。

【今後35年間で維持・更新に係る費用の推計】※「公共施設等更新費用試算リフト」の工事単価を用いた概算。

　「個別施設計画」の詳細は、市公式ホームページへの掲載や各対象施設に備え付けて
います。また、計画の概要版は市役所財政課・各地区公民館でご覧いただけます。
https://www.city.shiroishi.miyagi.jp/soshiki/7/
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